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全ト協発第186号(企）

令和 6 年 7 月 5日

各都道府県トラック協会 会長 殿

公益社団法人 全日本トラック

会 長 坂 本 克

令和6年賃金構造基本統計調査の実施に係る協力依頼について

平素は、当協会の業務運営にご協力とご理解をいただき､厚く御礼申し上げます。

さて、このたび厚生労働省より、別添のとおり「令和6年賃金構造基本統計調査」

に関して、傘下会員事業者への周知、広報の協力依頼がありました。

本調査は、労働者の賃金等の実態を明らかにするもので、調査結果につきまして

は、民間企業における賃金決定等､労務管理の資料として広く利用されているほか、

各種の政策決定の際にも'幅広く使用されるなど、国の実施する最も重要な統計の一

つとして、統計法に基づく「基幹統計」に指定されており、一定の方法により抽出

された事業所が調査の対象となります。調査対象となる事業所には都道府県労働局、

労働基準監督署から調査依頼があります。

つきましては、本調査に係る傘下会員事業者の皆様への周知にご協力いただきま

すよう宜しくお願い申し上げます。

以 上

＜添付資料＞

l. 令和6年賃金構造基本統計調査の実施に係る協力依頼について

（※調査対象事業所に配布される記入要領及び挨拶状の添付は省略します）

2． 調査計画、調査票例

3． 機関紙、広報誌等における広報文例

◇本件問合せ先

公益社団法人全日本トラック協会 企画部

Tm 03-3354-1037
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公益社団法人 全日本トラック協会 御中

厚 生 労 働 省 政 策 統 括 官

（統計・情報システム管理、労使関係担当）

令和6年賃金構造基本統計調査の実施に係る協力依頼について

厚生労働省において実施しております賃金構造基本統計調査につきましては、例年、特段のご配

盧、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

この調査は、我が国の労働者の賃金等の実態を明らかにすることを目的として昭和23年より毎

年実施しており、民営及び公営の事業所のうち、無作為に抽出した事業所を調査の対象としており

ます。

また、調査結果につきましては、民間企業における賃金決定等、労務管理の資料として広く利用

されているほか、各種の政策決定の際にも幅広く使用されるなど、極めて重要な役割を果たしてお

り、国の実施する最も重要な統計のひとつとして、統計法に基づく「基幹統計」に指定されており

ます。

本年も、別添1「調査計画」及び別添2「調査票」に基づき、令和6年6月分の賃金等について

調査することとしております。つきましては、貴団体参加企業の事業所が調査の対象になった場合

には、この調査の趣旨、重要性をご理解いただき、円滑な実施に格別のご配慮をお願い申し上げま

す。

参考として、調査対象事業所に配布する「記入要領」及び「挨拶状」を添付いたします。

また、広報文の原稿を用意いたしましたので、周知等にあたりご活用ください。

今後とも、賃金構造基本統計調査にご協力いただきますようお願い申し上げます。

＊賃金構造基本調査の内容、記入方法などについてはホームページをご覧ください。

https://www.m h lw.go･j p/tou kei/itiran/roudou/chi ngin/kouzou/detai l/index.html

|検索権検索

【担当】

厚生労働省 政策統括官（統計・情報ｼｽﾃﾑ管理、労使関係担当）付

参事官付 賃金福祉統計室 賃金第三係 小川 西井 南嶋

電話番号: 03-5253-1111 (内線7658, 7659)

メールアドレス: chinkou@mhlw. go .j p

賃金構造 事業所



調査計画

1 調査の名称

賃金構造基本統計調査

2 調査の目的

この調査は、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を雇用形態、就業形態、職種、性、

年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにすることを目的とする。

里

唱L

3 調査対象の範囲

（1）地域的範囲（■全国 □その他）

（注）別表の1に掲げる地域を除く。

（2）属性的範囲（口個人 口世帯 ■事業所 口企業・法人・団体 口地方公共団体 □その他）

ア 事業所

日本標準産業分類による「鉱業，採石業，砂利採取業｣、「建設業｣、「製造業｣、「電気・ガス・熱供

給・水道業｣、「情報通信業｣、「運輸業，郵便業｣、「卸売業，小売業｣、「金融業，保険業｣、「不動産業，

物品賃貸業｣、「学術研究，専門・技術サービス業｣、「宿泊業 飲食サービス業｣、「生活関連サービス

業，娯楽業」（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く｡)、「教育，学習支援業｣、「医

療，福祉｣、「複合サービス事業｣、「サービス業（他に分類されないもの)」（外国公務を除く｡）に属する

事業所であって、次に掲げる事業所

（ア）常用労働者10人以上を雇用する事業所（民営の事業所及び行政執行法人の労働関係に関する法律

（昭和23年法律第257号）第2条第1号に規定する行政執行法人又は地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和27年法律第289号）第3条第3号に規定する地方公営企業等に係る事業所に限

る｡）

（イ）常用労働者5人以上9人以下を雇用する事業所（民営の事業所であって、常用労働者5人以上9

人以下を雇用する企業に属する事業所に限る｡）

イ 労働者

上記事業所に雇用される労働者（船員法（昭和22年法律第100号）第1条の規定による船員を除く｡）

小

串

4 報告を求める個人又は法人その他の団体

（1）報告者数
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ア 事業所

約8万事業所（母集団の大きさ：約150万事業所）

イ 労働者

約170万人（母集団の大きさ：約4，300万人）

（注）母集団の大きさについては、いずれも事業所母集団データベースによる。

心

（2）報告者の選定方法（口全数 ■無作為抽出(■全数階層あり）口有意抽出）

事業所を第1次抽出単位、労働者を第2次抽出単位とする層化二段抽出法を用いてい

る。

ア 事業所

調査実施時期に利用可能な最新の事業所母集団データベースによる事業所名簿に基づき、都道府県、

産業、事業所規模別に層化無作為抽出により選定する（母集団事業所数が少ない層については、精度を

確保するために全数を調査する場合がある｡)。

イ 労働者

アの事業所に雇用される労働者から無作為抽出により事業主が選定する。

」

（3）報告義務者

調査事業所の事業主。ただし、厚生労働大臣が指定する企業（以下「一括調査企業」という｡）に属する

調査事業所にあっては、一括調査企業を代表する者（以下「一括調査企業の報告義務者」という｡)。

5 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

（1）報告を求める事項

ア 事業所に係る事項

① 事業所の名称及び所在地並びに法人番号

② 主要な生産品の名称又は事業の内容

③ 事業所の雇用形態別労働者数

④ 企業全体の常用労働者数

イ 労働者に係る事項

① 性

② 雇用形態

③ 就業形態（常用労働者に限る｡）

④ 最終学歴（常用労働者に限る｡）

』
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⑤ 新規学卒者への該当性（一般労働者に限る｡）

⑥ 年齢

⑦ 勤続年数（常用労働者に限る｡）

⑧ 役職（常用労働者10人以上を雇用する事業所に雇用される常用労働者であって、別表の2に掲げる

役職のものに限る｡）

⑨ 職種

⑩ 経験年数（常用労働者10人以上を雇用する事業所に雇用される常用労働者に限る｡）

⑪ 実労働日数

⑫ 所定内実労働時間数

⑬ 超過実労働時間数

⑭ きまって支給する現金給与額

⑮ 超過労働給与額

⑯ 昨年1年間の賞与、期末手当等特別給与額（常用労働者に限る｡）

⑰ 在留資格（出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第1の上欄（特定技能の在留

資格にあっては、2の表の特定技能の項の下欄に掲げる第1号又は第2号の区分を含む｡）及び別表第

2の上欄の在留資格をいう。以下この号において同じ｡）（外国人（日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成3年法律第71号）に定める特別永住者及び

出入国管理及び難民認定法別表第1の1の表の外交又は公用の在留資格をもって在留する者を除く｡）

である常用労働者に限る｡）

喋計しない事項の有無〕 口無 ■有

・事業所の名称及び所在地については、調査票配布の他、回答状況の確認や督促・疑義照会の際に用い

るとともに、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いるもので

あり、集計は行わない。

・法人番号については、事業所母集団データベースを充実させるために用いられるほか、調査票情報の

二次的な利用の一環として、他の統計調査とのデータ接続を行う際に用いられる場合が考えられるも

のであり、集計は行わない。

・主要な生産品の名称又は事業の内容については、産業分類に関する疑義照会の際に用いるものであ

り、集計は行わない。

!■

（2）基準となる期日又は期間

調査実施年の6月30日現在（給与締切日の定めがある場合には、6月の最終の給与締切日現在）の状

況。ただし、（1）に掲げる事項のうち、イの⑪実労働日数、⑫所定内実労働時間数、⑬超過実労働時
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間数、⑭きまって支給する現金給与額及ひ⑮超過労働給与額については、6月1日から6月30日までの

期間（給与締切日の定めがある場合には6月の最終の給与締切日以前1箇月間)、⑯昨年1年間の賞与、

期末手当等特別給与額については、調査を実施する年の前年の1月1日から12月31日までの期間（調査

を実施する年の前年の1月2日以降において雇用された調査労働者のうち、7月1日以前に雇用されたも

のについては、雇用の日から1年間、7月2日以降に雇用されたものについては、雇用の日から調査を実

施する年の6月30日までの期間）の状況。
a

6 報告を求めるために用いる方法

（1）調査系統

ア ー括調査企業に属する調査事業所

（ア）調査票の配布

厚生労働省一 民間事業者一報告者

（イ）調査票の回収

（オンライン調査以外）

厚生労働省一 民間事業者一報告者

（オンライン調査）

厚生労働省一報告者

イ 一括調査企業に属する調査事業所以外の調査事業所

（ア）調査票の配布

厚生労働省一報告者

（イ）調査票の回収

（オンライン調査以外）

厚生労働省一都道府県労働局一（労働基準監督署）

（オンライン調査）

厚生労働省一報告者

一幸晧者－（調査員・職員）

（2）調杳方法
」

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム ロ独自のシステム ロ電子メール）

■調査員調査 ■その他（職員）

〔調査方法の概要〕

ア 統計調査員

調査の事務に従事させるため、統計調査員をおく。
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（ア）統計調査員は、都道府県労働局長が任命する。

（イ）統計調査員は、都道府県労働局長の指揮監督を受けて、調査事業所の事業主に対する必要な指

導、調査票の取集審査その他調査の実施に伴う事務に従事する。

イ 調査票の配布及び回収

調査票の配布は、一括調査企業にあっては厚生労働省が業務を委託する民間事業者（以下「民間事業

者」という｡）から、一括調査企業に属する調査事業所以外の調査事業所にあっては厚生労働省から、そ

れぞれ報告義務者あて調査票を郵送することにより行う。

調査票の回収は、次の①から③の提出方法のうち報告義務者が選択した方法により行う。この場合、

調査票の提出先及び審査を行う機関は、それぞれ下表の区分のとおりとする。

①記入済み調査票を郵送する方式

②インターネットを利用したオンライン報告方式（政府統計共同利用システムを利用する｡）

③調査票の様式により記入した光ディスクを郵送する方式（光ディスクについては、調査事業所の名称

（一括調査企業にあっては一括調査企業の名称）等必要な事項を記載した書面を貼り付けることとす

る｡）

提出方法 審査を行う機関区分 提出先

一括調査企業※］ ①記入済み調査票を郵

送する方式

民間事業者 民間事業者

②インターネットを利

用したオンライン報告

方式

厚生労働大臣 民間事業者

③調査票の様式により

記入した光ディスクを

郵送する方式

民間事業者 民間事業者

都道府県労働局長※2都道府県労働局長又は

労働基準監督署長

①記入済み調査票を郵

送する方式

一括調査企業に属

する調査事業所以

外の調査事業所 ②インターネットを利

用したオンライン報告

方式

厚生労働大臣（民間事

業者に委託して行うこ

とができる｡）

厚生労働大臣七

厚生労働大臣（民間事

業者に委託して行うこ

とができる｡）

③調査票の様式により

記入した光ディスクを

郵送する方式

都道府県労働局長又は

労働基準監督署長

戸
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※1 一括調査企業の報告義務者は、傘下の調査事業所に係る全ての調査票に記入する。

※2 労働基準監督署長あてに提出された調査票については、労働基準監督署長が審査・取りまとめ後都道府

県労働局長に提出することとし、都道府県労働局長はこれを審査する。

ただし、調査票又は光ディスクの内容審査を厚生労働大臣以外の機関が行う場合は、各機関は厚生労

働大臣の定める期限までに内容審査が完了した調査票又は光ディスクを取りまとめ、厚生労働大臣に提

出することとし、厚生労働大臣はこれを審査する。

また、調査票の回収は、原則として上記方法により行うものとするが、都道府県労働局長が必要と認

める場合は、都道府県労働局若しくは労働基準監督署の職員又は統計調査員が調査票を取集するものと

する。

す

ウ 立入検査

調査に従事する職員及び統計調査員は、統計法（平成19年法律第53号）第15条第1項の規定によ

り、調査のため、必要な場所に立ち入り、調査事項について帳簿、書類その他の物件を検査し、又は関

係者に対し質問をすることができる。この場合には、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あったときは、これを提示しなければならない。

7 報告を求める期間

（1）調査の周期

□1回限り 口毎月 口四半期 ■1年 □2年 □3年 □5年 口不定期 □その他 （ ）

（1年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年： 年）

（2）調査の実施期間又は調査票の提出期限

毎年7月1日から7月31日まで実施する。

報告義務者は、調査票又は光ディスクを調査実施年の7月31日までに提出する腱出先は6 (2)イの

とおり。）。

8 集計事項

別紙「賃金構造基本統言嗣査 集計事項」を参照

｣

9 調査結果の公表の方法及び期日

（1）公表の方法(m e-Stat ロインターネット(e-Stat以外） ■印刷物 口閲覧）

（2）公表の期日
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一次集計結果は調査実施翌年の1月までに、二次集計結果の概況は調査実施翌年の3月までに、e-Stat

及び厚生労働省ホームページに掲載する。その後、調査実施翌年の6月までに、二次集計結果の詳細をe-

Statに掲載するとともに、その一部を掲載した報告書（印刷物）を刊行する。

10 使用する統計基準等

口使用する→■日本標準産業分類 ■日本標準職業分類 □その他 （ ）

口使用しない

調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別表章においては、日本標準産業分類を使用する。また、職種可

別表章においては、日本標準職業分類に基づき設定した別表の3に掲げる職種区分を使用する。

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者

保存期間 保存責任者

記入済み調査票又は光ディス

クの内容

調査実施年の6月30日から2

年間

厚生労働省賃金福祉統計官

調査票又は光ディスクの内容

を収録した電磁的記録

永年 厚生労働省政策統括官付参事

官（企画調整担当）

12 立入検査等の対象とすることができる事項

「5（1）報告を求める事項」に掲げる事項

℃

局

一イー



別表

1 除外される地域

北海道

東京都

奥尻郡、苫前郡羽幌町のうち大字天売及び大字焼尻、礼文郡、利尻郡

利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

長崎県 佐世保市のうち宇久町、西海市のうち崎戸町江島及UWl奇戸町平島、北松浦郡のう

ち小値賀町
ヴ

鬮目島県 西之表市、薩摩川内市のうち鹿島町、上甑町、里町及び下甑町、鹿児島郡、熊毛

郡、大島郡瀬戸内町のうち大字与路、大字池地及び大字請阿室、大島郡のうち喜

界町、徳之島町、天城町、例山町、和泊町、知名町及び与論町

IF

沖縄県 島尻郡のうち渡嘉敷村､座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、伊

平屋村、伊是名村及び久米島町、宮古郡、八重山郡

※この表に掲げる名称は、平成31年3月1日時点における名称とし、同表に定める地域は、それらの名称

を有するものの同日における区域を用いて示された地域とし、その後におけるそれらの名称の変更又はそれ

らの名称を有するものの区域の変更によって影響されないものとする。

2 調査する役職

部長級 課長級 係長級 職長級 その他の役職

3 調査する職種

管理的職業従事者

研究者

電気・電子・電気通信技術者（通信ネットワーク技術者を除く）

機械技術者

輸送用機器技術者

金属技術者

化学技術者

建築技術者

土木技術者

測量技術者

システムコンサルタント・設計者

ソフトウェア作成者

その他の情報処理・通信技術者

他に分類されない技術者

ヴ

－8‐



医師

歯科医師

獣医師

薬剤師

保健師

助産師

看護師

准看護師

診療放射線技師

臨床検査技師

理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，視能訓練士

歯科衛生士

歯科技工士

栄養士

その他の保健医療従事者

保育士

介護支援専門員（ケアマネージャー）

その他の社会福祉専門職業従事者

法務従事者

公認会計士，税理士

その他の経営・金融・保険専門職業従事者

幼稚園教員，保育教諭

小・中学校教員

高等学校教員

大学教授（高専含む）

大学准教授（高専含む）

大学言謡而・助教（高専含む）

その他の教員

宗教家

著述家 記者，編集者

美術家，写真家，映像撮影者

デザイナー

旨

‐9－



音楽家，舞台芸術家

個人巍而

他に分類されない専門的職業従事者

庶務・人事事務員

企画事務員

受付・案内事務員

秘書

電話応接事務員

総合事務員

その他の一般事務従事者

会計事務従事者

生産関連事務従事者

営業・販売事務従事者

外勤事務従事者

運輸・郵便事務従事者

事務用機器操作員

販売店員

その他の商品販売従事者

販売類似職業従事者

自動車営業職業従事者

機械器具・通信・システム営業職業従事者（自動車を除く）

金融営業職業従事者

保険営業職業従事者

その他の営業職業従事者

介護職員（医療・福祉施設等）

訪問介護従事者

看護助手

その他の保健医療サービス職業従事者

理容・美容師

美容サービス・浴場従事者（美容師を除く）

クリーニング職 洗張職

飲食物調理従事者

－10‐



飲食物給仕従事者

航空機客室乗務員

身の回り世話従事者

娯楽場等接客員

居住施設・ビル等管理人

その他のサービス職業従事者

警備員

その他の保安職業従事者

農林漁業従事者

製銑・製鋼・非鉄金属製錬従事者

鋳物製造・鍛造従事者

金属工作機械作業従事者

金属プレス従事者

鉄工，製缶従事者

板金従事者

金属彫刻・表面処理従事者

金属溶接・溶断従事者

その他の製品製造・加工処理従事者（金属製品）

化学製品製造従事者

窯業・土石製品製造従事者

食料品・飲料・たばこ製造従事者

紡織・衣服・繊維製品製造従事者

木・紙製品製造従事者

印刷・製本従事者

ゴム・プラスチック製品製造従事者

その他の製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く）

はん用・生産用・業務用機械器具組立従事者

電気機械器具組立従事者

自動車組立従事者

その他の機械組立従事者

はん用・生産用・業務用機械器具・電気機械器具整備・修理従事者

自動車整備・修理従事者

Ll

‐11‐



その他の機械整備・修理従事者

製品検査従事者（金属製品）

製品検査従事者（金属製品を除く）

機械検査従事者

画工，塗装・看板制作従事者

製図その他生産関連・生産類似作業従事者

鉄道運転従事者

バス運転者 0

タクシー運転者

乗用自動車運転者（タクシー運転者を除く）

営業用大型貨物自動車運転者

営業用貨物自動車運転者（大型車を除く）

自家用貨物自動車運転者

その他の自動車運転従事者

航空機操縦士

車掌

他に分類されない輸送従事者

発電員，変電員

クレーン・ウインチ運転従事者

建設・さく井機械運転従事者

その他の定置・建設機械運転従事者

建設躯体工事従事者

大工

配管従事者

その他の建設従事者

電気工事従事者

土木従事者，鉄道線路工事従事者

ダム・トンネル掘削従事者，採掘従事者

船内・沿岸荷役従事者

その他の運搬従事者

ビル・建物清掃員

清掃員（ビル・建物を除く)，廃棄物処理従事者

－12‐



包装従事者

他に分類されない運搬・清掃・包装等従事者

‐13‐



⑳賃金構造 調査票魚
別記様式

隠悪澪ヨ
記入上の注意
1.6月30日現在又は6月1日から6月30日までの期間の状況について記入してください。

2．調査票の記入に当たっては、「調査票記入要領」をよくお読みください。

3．調査票の記入事項で該当区分のあるものは、該当する番号を1つだけ○で囲んでくださいハ

’
この調査票に記入された事項については、統計以外の目的に

使ったり、他に漏らしたりすることはありません。

|都蕊県｜ 事業所一連番号 ｜産業分類善・’
｜ ｜llllllll l

都道府県
番号

産業分類番号事業所一連番号
｜労働者数 ｜抽出率記入担当者氏名及び連絡先 区分 5000人

以上

この両査は、統計法に基づく基幹統計を作成するために行う

項査です。

この円査の対愈となった事業所の方狗には統計法に基づく報

告の凝務があり、報告の拒否や虚偽報告については罰則があ

ります。

この蘭査の実施に当たっては、特に必要がある場合には、資

料の提出のお願いや関係者の方々への質問を行うことがあり

ます。

1企業全体の

常用労働者

数

常用労働者

男
女
計事業所の

常用労働者数
正社貝・正唆員

貴事業所におい

て正社員・正職
員とする者

1000～

4999人
2

1．事業所に係る事項 1
|

｜
’

う
ち
、

女

一
人

０
９

０
９

５
９連絡先 ／

電話番号、
3常用労働者とは、

・期間を定めずに
雇われている

労働者
又は

・1か月以上の

期間を定めて

雇われている

労働者

をいいます。

貴事業所が

属する企業

全体（本

社、支社、
工場、営業

所等）の常

用労働者の

総数をいい

ます。

）

□(内線 番） (この欄は最後にご記入ください

一
人

０
９

０
９

３
４ 4

主要な生産品の名称又は事業の内容事業所の

名称及び
所在地

正社員・

正職員
(男女計）

男
女
計

正社員・正職貝

以外

常用労働者のう

ち「正社員・正

職員」以外の者

常
用
労
働
者

記入労働者数

※下の表部分
(2．労働者に係

る事項)に記入し

た人数（2枚目以

降を含みます）を
記入してくださ

い。

100～

299人
5

期間を定めて

雇われている

労働者

をいいます。

臨時労働者

1

臨時労働者

常用労働者のう

ち「正社員・正

職員」以外の者

う
ち
、

女

30～

99人
正社員・

正職員以外

（男女計）

6

1
10～

29人

７

事業所の臨時労働事業所の臨時労働者数 ：・
常用労働者に談当しない労働者..

(随淵掛かり来欄''卿剛を寵めて雇われて）
lllllllll lll ■

法人番号
臨時労働者一

人
５
９ 8

(注）個人事業主の場合、法人番号欄は記入不要です。マイナンバー（個人番号）の記入はしないでくださ（

労働者に係る事項

（2） （3）

性 雇 用 形 態

且
の

一
連
番
号

（17）

昨年1年間の賞与、

期末手当等特別給与額

(18) 備 考

在留資格
番 号戸 へ

外国人労働Hrについて配入してくださ
者について 、事業所で記入対象労働者を
獣溌畷繊別できる番号等
及び特別永 ･記入内容が特異な場合は､
住者等は記 その理由
入不要です。~ 一

（5）

最終学歴

| (12) i (13) (14)
|実労働|所定内|超 過
|日 数実労働|実労働

時間数時間数

’脚"1
r ，

|慨隣 ”さ』|則

‐: ．．． （15）

． きまって支給する現金給与額

6月分と1-,て算定された給与 （16）

総§ﾉ息皐辮篝_唖)画うち
家族手当等を含みます．－ 超 過 労 働

：：． 給 与 額

lか月を超え､3か月以内の 時間外手当、
期間で算定されるものも含み 深夜手当、
ま寸一｡．．･･･ 休日手当、

．．：.． 宿日直手当等

（4）

就 業
形 態

．（6） （7）。：．（8）

新 規 年齢 勤続
学卒者． ：： 年数

韓鮮麗
I釦と記

入してく

ださい、

ジ

（9）

役:職
,番 号

事業所規‘

椣10人以

上"〕嚇黛

所のみ記

入してくだ

さい〃

（10） ：、

職． 種 番 号 現金給与額

（16）

（15）の う ち
超 過 労 働
給 与 額

時間外手当、

深夜手当、

休日手当、

宿日直手当等

・・倖 （11）．．

、： 経験年数

警|"篭"…順”
1年未満の

数は切り拾

＝'鱗轆齢懸『
てくださいハ

含み,kす．
．：．

「5臨時労働者｣については､(2),(3)，
(7), (10), (12)～(16)のみ記入してくだ

さい。

賞与､期末手当等の年間
の支給額であり､毎月支給

されるものは含みません。
3か月を超えて算定される

ものは含みます。

｢5臨時労働者｣については､(2),(3)，
(7),(10),(12)～(16)のみ記入してくだ

さい。 ：：釘 ［
常用労鋤者

正社負･正職員

以外
正社員･正職員

}Iｻ間 峠間 内.万！ 千I 円 百万I 千I 円綴 年 3

5

．1

'9

fl;

５
隔
年

以
止

且 fI 円

１
１
年
猴
潤

２
－
～

４
年

４
Ⅱ
、
Ⅱ
年
一

９
不
明

６
大
学
院

５
大
学

４
高
専
？
短
大

３
専
門
学
校

２
高
校

１
中
学

１
新
唄
学
卒
荷

3 1 4

期間のI期間の
定め ｛ 定め
無 ｜ 有

5

臨時
労働者

１

－

般

２
短
時
間

1 2

男 女

1 1 2

期間の｜期間の

定め ｜ 定め

無｜有

01

一癖■ ⅡⅡ１１１１」１

02
1 2 3 4 52 3 4 5 6 9

１

5 1 2 1

1

3 i 41 2 l i 2 I

1

1

03
1 2 3 4 52 3 4 5 6 9

１

5 1 21 2 1 1 2 3 1 4

ｰ

04
2 3 4 5 6 9 1 2 3 4 51 2

１
１

11 2 1 I 2 3 I 4 ぼ

05
2 3 4 5 6 9 1 1 2 3 4 53 1 4 1 21 2 1 1 2

３

歳 時間 時間 百万I 千1 円年 日 千I 円 百万1 千I 円百万1 千I 円

06
1 2 3 4 5 6 9 1 2 3 4 513 i 4

,国

立 1 21 ！ 21 2

07
1 2 3 4 5 6 9 1 1 2 3 4 5

I

3 1 4

５

1 21 2 1 1 2

ⅡⅡ

【OI81
1 2 3 4 51 2 3 4 5 6 9 15 1 21 2 1 I 2 3 i 4

1

1
1 1 2

09
1 2 3 4 51 2 3 4 5 6 93 1 4 1 2 11 2 5

10
1 2 3 4 5 6 9 1 2 3 4 513 i 4 5 1 21 1 21 2



《う崖蕊雛
、 _／

｢賃金構造基塞本統計調査｣■の

お願いします

金 統言I
一

上
鐘を 願

■■■ ■■

す'一’

7月1日より「令和6年賃金構造基本統計調査」を全国一斉に実施します
P 、

Q.結果は、どのように役立っていますか

A・民間企業での舅金決定・労務管理などの資料として利用されています。また、最低

賃金法による最低賃金の決定、労災保険法による年金給付基礎日額の最低・最高限度

額の算定や、各種政策決定の際にも幅広く利用されています。

Q･どのような調査ですか

A・「賃金構造基本統計調査」は、労働者の賃金の実態を、産業、地域、企業規模、雇用

形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数などの別に明らかにする

ための調査です。国が実施する統計調査の中でも、最も重要な統計のひとつとして、

統計法に基づく「基幹統計調査」に指定されています。

Q.対象は､ !どのように選ばれますか

A.常用労働者を5人以上雇用する民営事業所及び10人以上を雇用する公営事業所の

中から、統計理論に基づき調査の対象となる事業所を無作為で抽出し、調査への回答

をお願いしています。

’
Q.調査は、 どのように行われますか

A・調査対象となる事業所には、調査票などの調査用品を郵送でお手元にお届けします。

厚生労働省のHPには、調査に閨するQ&Aや調査票作成に利用できる電子ファイル

や計算支援ツールをご用意しております。また、政府統計オンライン調査総合窓□

(URL : https://vvvvvv.e-survey.go.jp)から、オンライン回答をすることもできま

す。賃金構造基本統計調査の趣旨と重要性をご理解いただき、調査にご回答いただき

ますようお願い申し上げます。

厚生労働省 賃金構造基本統計調査のページはこちら

厚生労働省・都道府県労働局

賃金構造 事業主 検 索



｢賃金構造基本統計調査」を実施します

《う凛簔遁潭

厚生労働省では、「令和6年賃金構造基本統計調査」を全国一斉に7月に実

施します。

この調査は昭和23年より毎年実施しており、労働者の賃金等の実態を産業、地域、企業

規模、雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにす

ることを目的とし、国の実施する最も重要な統計のひとつとして、法律（統計法）に基づく

「基幹統計」に指定されています。

調査の結果は、民間企業における賃金決定等、労務管理の資料として広く利用されている

ほか、最低賃金法による最低賃金の決定、労災保険法による年金給付基礎日額の最低・最高

限度額の算定等、各種政策決定の際にも幅広く使用されるなど、極めて重要な役割を果たし

ております。

調査の実施にあたっては、調査の対象となる事業所を無作為に抽出し、事業主の皆様に厚

生労働省から調査をお願いいたしますので、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、是非と

も調査にご回答くださいますようお願い申し上げます。

厚生労働省ホームページから入力支援機能付きRxcel形式の調査票をダウンロードして

調査票を作成いただくこともできます。また、政府統計オンライン調査総合窓口(URL :

から、オンライン回答をすることもできます。http s ://www.e- survevRo.ip)

厚生労働省 賃金構造基本統計調査のページはこちら

https ://www.mhlw.go .jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/detail/

賃金構造 事業主 検 索


